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決算期が 12 月 31 日以外の連結会社につきましても、同様の変更を行う予定です。なお、決算期が

12 月 31 日の連結会社につきましては、従来どおり、平成 27 年 1 月 1日から平成 27 年 12 月 31 日ま

での 12 ヵ月決算となります。 

第 69 期となる平成 28 年からは、当社およびすべての連結会社につきまして、1月 1日から 12 月 31

日までの 12 ヵ月決算となる予定です。 

3. 定款の一部変更 

(1) 変更の内容 

（下線部は変更箇所を示しております） 

現 行 定 款 変 更 案 

第 3章   株主総会 

第 12 条（株主総会） 

当会社の定時株主総会は、毎年 6 月にこれを招集す

る。 

臨時株主総会は、必要ある場合に随時これを招集す

る。 

第 13 条（定時株主総会の基準日） 

当会社の定時株主総会の議決権の基準日は、毎年 3

月 31 日とする。 

第 7章   計  算 

第 46 条（事業年度） 

当会社の事業年度は、毎年 4月 1日から翌年 3月 31

日までとする。 

第 47 条（期末配当金） 

当会社は、株主総会の決議によって、毎年 3 月 31

日の 終の株主名簿に記載又は記録された株主もし

くは登録株式質権者に対し金銭による剰余金の配当

（以下、「期末配当金」という。）を支払う。 

第 48 条（中間配当金） 

当会社は、取締役会の決議により、毎年 9月 30 日の

終の株主名簿に記載又は記録された株主もしくは

登録株式質権者に対し、会社法第 454 条第 5 項に定

める剰余金の配当（以下、「中間配当金」という。）

をすることができる。 

 

第 3章   株主総会 

第 12 条（株主総会） 

当会社の定時株主総会は、毎年 3 月にこれを招集す

る。 

臨時株主総会は、必要ある場合に随時これを招集す

る。 

第 13 条（定時株主総会の基準日） 

当会社の定時株主総会の議決権の基準日は、毎年 12

月 31 日とする。 

第 7章   計  算 

第 46 条（事業年度） 

当会社の事業年度は、毎年 1 月 1 日から 12 月 31 日

までとする。 

第 47 条（期末配当金） 

当会社は、株主総会の決議によって、毎年 12 月 31

日の 終の株主名簿に記載又は記録された株主もし

くは登録株式質権者に対し金銭による剰余金の配当

（以下、「期末配当金」という。）を支払う。 

第 48 条（中間配当金） 

当会社は、取締役会の決議により、毎年 6月 30 日の

終の株主名簿に記載又は記録された株主もしくは

登録株式質権者に対し、会社法第 454 条第 5 項に定

める剰余金の配当（以下、「中間配当金」という。）

をすることができる。 

附則 

第 46 条(事業年度)の規定にかかわらず、第 68 期事

業年度は、平成 27 年 4 月 1 日から平成 27 年 12 月

31 日までとする。なお、本附則は第 68 期事業年度

経過後これを削除する。 
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(2) 日程 

第 67 回定時株主総会開催日：平成 27 年６月下旬 

定款変更の効力発生日：同上 

4. （ご参考）IFRS への移行に伴う開示スケジュール（予定） 

平成 27 年５月：平成 27 年３月期 決算短信      （日本基準） 

平成 27 年６月：平成 27 年３月期 連結計算書類    （日本基準） 

平成 27 年６月：平成 27 年３月期 有価証券報告書   （日本基準） 

平成 27 年８月：平成 27 年 12 月期 第１四半期決算短信 （IFRS） 

平成 27 年８月：平成 27 年 12 月期 第１四半期報告書  （IFRS） 

 

5. 今後の見通し 

第 68 期の業績見通しにつきましては、平成 27 年 5 月予定の平成 27 年 3 月期決算発表時に公表する

予定です。 

 

以 上 


